
(イ)　　　　　　　

十億 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千

1 2 1 0 1 5

1 2 4 1 0

1 2 2 7 7

1 1 2 3

1 3 0 1 2 4

2 3 1 3 6
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〔種類別明細書（増加資産・全資産用）の記載方法〕

◎前年度申告された方は、令和２年１月２日から令和３年１月１日までに取得した資産（同期間中に移動又は除却した資産は除く）をご記入ください。
　また、それ以前に取得した資産でも申告する必要のある資産がありましたらご記入ください。
◎今年度初めて申告される方は、令和３年１月１日現在所有しているすべての資産をご記入ください。

令和　３　年度 種類別明細書(増加資産・全資産用) 　
第
二
十
六
号
様
式
別
表
一
（

提
出
用
）

宛　　名    コ    ー    ド 所　　有　　者　　名
1 枚のうち

0000101111 株式会社　狭山
1 枚　目

行

番

号

資
産
の
種
類

資産コード 資　産　の　名　称　等
数
　
量

取得年月 耐
用
年
数

減
価
残
存
率

課税標準
の 特 例

増
加
事
由

摘要取 得 価 額 価　　　額 課税標準額
年
号

年 月 率 コード

01
1 5アスフ 0.

円
１・２
３・４

2 000 000ァルト舗装工事

02
2 オ 5 5 000 000 0.

１・２
３・４フセット印刷機

03
3 4 1 500 000 0.

１・２
３・４

申告もれ
前１０年製本用機械

04
4 看板（ 5 250 000 0.

１・２
３・４A T -１０）

05
5 ノ 4 150 000 0.

１・２
３・４

○○市よ
り移動ートパソコンP C

06
6 4 350 000 0.

１・２
３・４

申告もれ
エアコン（事務所）

07
0.

１・２
３・４

08
0.

１・２
３・４

09
0.

１・２
３・４

10
0.

１・２
３・４

11
0.

１・２
３・４

12
0.

１・２
３・４

13
0.

１・２
３・４

14
0.

１・２
３・４

15
0.

１・２
３・４

250
小　　計
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　　　　　　注意　「増加事由」の欄は、１新品取得、２中古品取得、３移動による受入れ、４その他のいずれかに○印を付けてください。
　　　　　　　　 　年号については、１ 明治、２ 大正、３ 昭和、４ 平成、５ 令和とし、それぞれの年号に対応する数字を記載してください。

000

《令和 年度》
今年度は「３」と記入して

ください。

《宛名コード》
申告書に印字されている番

号を記入してください。
例：0000101111（10桁）

《資産種類》
該当する番号を記入してく

ださい。

番号 資産の種類

1 構築物

2 機械及び装置

3 船舶

4 航空機

5 車両及び運搬具

6 工具、器具及び備品

《資産コード》
記載する必要はありません。

《取得年月》
年号は

「令和」→「５」
「平成」→「４」
「昭和」→「３」
と記入してください。

《取得価額》
資産を取得するために支出した金額又は支出

すべき金額（付帯費用を含みます。）を記入し
てください。

圧縮記帳は認められていませんので、圧縮記
帳額を含めた金額を記入してください。

《耐用年数》
「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」別

表第１から第６まで（第３及び第４を除く）に掲
げる耐用年数を記入してください。省令改正によ
り、耐用年数の変更があった資産については、改
正後の耐用年数を記入してください。

《所有者名》
必ず記入してください。

《 枚のうち 枚目》
ページ数を記入してくだ

さい。
例：２枚のうち１枚目

《増加事由》
資産を取得した事由につ

いて該当する番号を○で囲
んでください。

番号 増加事由

1 新規取得

2 中古品取得

3 移動による受入

4 その他

《摘 要》
当該資産について、特記

すべき事項を記入してくだ
さい。

・特例資産について、その

旨の表示及び適用条項

（例：特３４９の３③）
・平成１９年１２月以前に

取得した資産で、省令改
正により耐用年数の変更
があった場合には、改正
前の耐用年数

（例：前１０年）
・過年に取得した資産で、

未申告であった資産は、
それ旨の表示
（例：申告もれ）

・その他、価格の決定にあ

たって必要な事項

《資産の名称等》
２０文字以内で記入してください。

使用できる文字及び記号は、漢字、ひらがな、カタカナ、アルファベット、

数字、一部特殊記号です。
（使用できる特殊記号：／ ＋ － ＝ ％ ＊ （ ） ＞ ＜ ＄ ” ＠）

※電話申告をされる方は、課税標準額

まで記入してください。
一般申告をされる方は、記入の必要
はありません。


